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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　車両運転者のブレーキ操作に応じたブレーキ液圧を出力する液圧発生手段（Ｍ）と、そ
の液圧発生手段（Ｍ）に液圧制御回路（５）を介して接続されて該液圧発生手段（Ｍ）の
出力液圧に基づいて作動する液圧作動式の車輪ブレーキ（２Ｂ，２Ｄ）と、車両の駐車ブ
レーキ（２Ｂ，２Ｄ）を作動せしめる作動力を通電により発生させる電動モータ（４１）
を有する電気作動式駐車ブレーキ駆動手段（２４Ａ，２４Ｂ）と、該電気作動式駐車ブレ
ーキ駆動手段（２４Ａ，２４Ｂ）の通電および前記液圧制御回路（５）の作動を制御する
コントローラ（Ｃ）とを備え、
　前記電気作動式駐車ブレーキ駆動手段（２４Ａ，２４Ｂ）は、前記電動モータ（４１）
への通電時に該電動モータ（４１）の作動量に応じたブレーキ力を前記車輪ブレーキ（２
Ｂ，２Ｄ）に出力可能である車両用ブレーキ装置において、
　運転者のブレーキ操作に対応して前記液圧発生手段（Ｍ）から前記液圧作動式の車輪ブ
レーキ（２Ｂ，２Ｄ）に出力されるブレーキ液圧を検出するブレーキ液圧センサ（１５Ａ
，１５Ｂ）を含み、
　前記コントローラ（Ｃ）は、前記ブレーキ液圧センサ（１５Ａ，１５Ｂ）で検出される
ブレーキ液圧が車両の停止状態で基準値を超えるのに応じて前記電動モータ（４１）への
通電を開始するように、該電気作動式駐車ブレーキ駆動手段（２４Ａ，２４Ｂ）の通電を
制御し、また、前記電動モータ（４１）の作動量が前記通電開始から目標作動量になるま
での間に前記液圧作動式の車輪ブレーキ（２Ｂ，２Ｄ）のブレーキ液圧が所定値を超えて
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減少した場合には、そのブレーキ液圧を保持するように前記液圧制御回路（５）を制御す
るものであり、
　前記ブレーキ液圧が車両の停止状態で基準値を超えるのに応じて前記電動モータ（４１
）への通電が開始された時の該電動モータ（４１）の作動量の時間変化率は、その作動量
が前記目標作動量に達するときの作動量の時間変化率よりも小さいことを特徴とする車両
用ブレーキ装置。
【請求項２】
　前記目標作動量は、車両を停止状態に維持できるブレーキ力が得られる作動量であって
、前記基準値に対応した作動量よりは低い所定の作動量に設定されることを特徴とする請
求項１記載の車両用ブレーキ装置。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、車両運転者のブレーキ操作に応じた液圧を出力する液圧発生手段と、該液圧
発生手段の出力液圧に基づいて作動するようにして車輪に装着される液圧作動式の車輪ブ
レーキと、該車輪ブレーキまたは該車輪ブレーキとは別に車輪に装着される駐車専用ブレ
ーキを作動せしめる作動力を通電に応じて発揮する電気作動式駐車ブレーキ駆動手段と、
該電気作動式駐車ブレーキ駆動手段の通電を制御するコントローラとを備える車両用ブレ
ーキ装置に関する。
【背景技術】
【０００２】
　車両のシフト位置がパーキング位置に設定されたとき、車両が坂道で停止中であるとき
、または運転者が作動スイッチをマニュアル操作したときに、電気作動式駐車ブレーキ駆
動手段の作動によって駐車ブレーキ状態に切換えるようにした車両用ブレーキ装置が、た
とえば特許文献１によって既に知られている。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００３】
【特許文献１】特許第３５９５２４９号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００４】
　ところで、電気作動式駐車ブレーキ駆動手段を作動せしめるとその作動に伴ってノイズ
が生じるとともに電力を消費するものであり、上述のように坂道での停止時に電気作動式
駐車ブレーキ駆動手段を作動せしめるようにしたときに、坂道と判定するための判定値の
設定によっては作動頻度が高くなってノイズの発生頻度も高くなるとともに電力消費量が
増大し、電気作動式駐車ブレーキ駆動手段の耐久性も低下する。またシフト位置のパーキ
ング位置への操作および作動スイッチのマニュアル操作は、運転者の操作を必要とし、煩
わしさを伴うものである。
【０００５】
　本発明は、かかる事情に鑑みてなされたものであり、電気作動式駐車ブレーキ駆動手段
を作動させるのに運転者の煩わしい操作を不要としつつ、その作動頻度を低減し、作動に
伴うノイズの発生を抑えるとともに耐久性の向上に寄与し得るようにした車両用ブレーキ
装置を提供することを目的とする。
【課題を解決するための手段】
【０００６】
　上記目的を達成するために、請求項１記載の発明は、車両運転者のブレーキ操作に応じ
たブレーキ液圧を出力する液圧発生手段と、その液圧発生手段に液圧制御回路を介して接
続されて該液圧発生手段の出力液圧に基づいて作動する液圧作動式の車輪ブレーキと、車
両の駐車ブレーキを作動せしめる作動力を通電により発生させる電動モータを有する電気
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作動式駐車ブレーキ駆動手段と、該電気作動式駐車ブレーキ駆動手段の通電および前記液
圧制御回路の作動を制御するコントローラとを備え、前記電気作動式駐車ブレーキ駆動手
段は、前記電動モータへの通電時に該電動モータの作動量に応じたブレーキ力を前記車輪
ブレーキに出力可能である車両用ブレーキ装置において、運転者のブレーキ操作に対応し
て前記液圧発生手段から前記液圧作動式の車輪ブレーキに出力されるブレーキ液圧を検出
するブレーキ液圧センサを含み、前記コントローラは、前記ブレーキ液圧センサで検出さ
れるブレーキ液圧が車両の停止状態で基準値を超えるのに応じて前記電動モータへの通電
を開始するように、該電気作動式駐車ブレーキ駆動手段の通電を制御し、また、前記電動
モータの作動量が前記通電開始から目標作動量になるまでの間に前記液圧作動式の車輪ブ
レーキのブレーキ液圧が所定値を超えて減少した場合には、そのブレーキ液圧を保持する
ように前記液圧制御回路を制御するものであり、前記ブレーキ液圧が車両の停止状態で基
準値を超えるのに応じて前記電動モータへの通電が開始された時の該電動モータの作動量
の時間変化率は、その作動量が前記目標作動量に達するときの作動量の時間変化率よりも
小さいことを特徴とする。
【０００７】
　また請求項２記載の発明は、請求項１記載の発明の構成に加えて、前記目標作動量は、
車両を停止状態に維持できるブレーキ力が得られる作動量であって、前記基準値に対応し
た作動量よりは低い所定の作動量に設定されることを特徴とする。
【発明の効果】
【０００８】
　請求項１記載の発明によれば、車両が停止状態にあること、ならびに液圧によるブレー
キ力が所定のブレーキ力を超える状態にあることを条件として電気作動式駐車ブレーキ駆
動手段の作動、即ち電動モータへの通電を開始して、液圧によってブレーキ力を得ている
状態から通電による電気作動式駐車ブレーキ駆動手段の作動によって駐車ブレーキ状態を
得るように切換えるので、運転者の煩わしい操作を不要としつつ電気作動式駐車ブレーキ
駆動手段を作動させるとともにその作動頻度を低減し、作動に伴うノイズの発生を抑えつ
つ、耐久性を高めることができる。
【０００９】
　さらに電動モータの作動量が前記通電開始から目標作動量になるまでの間に液圧作動式
の車輪ブレーキのブレーキ液圧が所定値を超えて減少した場合には、そのブレーキ液圧を
保持するので、電気作動式駐車ブレーキ駆動手段のモータ作動量が目標作動量に達するま
での間にブレーキ液圧によるブレーキ力が低下してしまうことを回避し、電気作動式駐車
ブレーキ駆動手段の作動によって車両の停止状態を維持する前に運転者の意図しない不所
望な車両移動が生じることを確実に防止することができる。
【００１０】
　また請求項２記載の発明によれば、電気作動式駐車ブレーキ駆動手段によって車両の停
止状態を維持することができる。
【図面の簡単な説明】
【００１１】
【図１】車両の駆動系およびブレーキ系の全体構成を示す図
【図２】液圧制御回路の構成を示す図
【図３】電気作動式駐車ブレーキ駆動手段が付設されたディスクブレーキの縦断面図
【図４】ブレーキ制御系の構成を示すブロック図
【図５】通電開始を判断する基準値および電気作動式駐車ブレーキ駆動手段の目標作動量
の液圧相当値の設定マップを示す図
【図６】車両停止時のブレーキ液圧ならびに電気作動式駐車ブレーキ駆動手段の作動力の
変化を示す図
【図７】車両停止時にブレーキ操作力を途中で解放したときの図６に対応した図
【図８】電気作動式駐車ブレーキ駆動手段が故障したときの図６および図７に対応した図
【発明を実施するための形態】
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【００１２】
　以下、本発明の実施の形態を、添付の図面に示した本発明の一実施例に基づいて説明す
る。
【００１３】
　図１～図８は本発明の一実施例を示すものであり、図１は車両の駆動系およびブレーキ
系の全体構成を示す図、図２は液圧制御回路の構成を示す図、図３は電気作動式駐車ブレ
ーキ駆動手段が付設されたディスクブレーキの縦断面図、図４はブレーキ制御系の構成を
示すブロック図、図５は通電開始を判断する基準値および電気作動式駐車ブレーキ駆動手
段の目標作動量の液圧相当値の設定マップを示す図、図６は車両停止時のブレーキ液圧な
らびに電気作動式駐車ブレーキ駆動手段の作動力の変化を示す図、図７は車両停止時にブ
レーキ操作力を途中で解放したときの図６に対応した図、図８は電気作動式駐車ブレーキ
駆動手段が故障したときの図６および図７に対応した図である。
【００１４】
　先ず図１において、フロントエンジン・フロントドライブ（ＦＦ）の車両Ｖが備える駆
動輪である左前輪ＷＡおよび右前輪ＷＣには、エンジンＥに直列に連結された自動変速機
Ｔからの出力が伝達され、これらの前輪ＷＡ，ＷＣにはディスクブレーキである左前輪用
車輪ブレーキ２Ａおよび右前輪用車輪ブレーキ２Ｃが装着される。また従動輪である右前
輪ＷＢおよび左後輪ＷＤにはディスクブレーキである右後輪用車輪ブレーキ２Ｂおよび左
後輪用車輪ブレーキ２Ｄが装着される。
【００１５】
　車両運転者がブレーキペダルＰを操作するのに応じてブレーキ液圧を出力する液圧発生
手段としてのマスタシリンダＭはタンデム型のものであり、該マスタシリンダＭは液圧制
御回路５を介して各車輪ブレーキ２Ａ～２Ｄに接続される。
【００１６】
　図２において、タンデム型のマスタシリンダＭは、ブレーキペダルＰをドライバーが操
作するのに応じた液圧を出力する第１および第２出力ポート１Ａ，１Ｂを備えており、第
１および第２出力ポート１Ａ，１Ｂは、液圧制御回路５を介して前記各車輪ブレーキ２Ａ
～２Ｄに接続される。
【００１７】
　前記液圧制御回路５は、第１出力ポート１Ａに通じ得る第１液圧路２０Ａと、第２出力
ポート１Ｂに通じ得る第２液圧路２０Ｂと、第１および第２出力ポート１Ａ，１Ｂならび
に第１および第２液圧路２０Ａ，２０Ｂ間にそれぞれ介設される第１および第２調圧弁１
７Ａ，１７Ｂと、左前輪用車輪ブレーキ２Ａに連なる車輪ブレーキ側液圧路４Ａおよび第
１液圧路２０Ａ間に介設される常開型電磁弁６Ａと、右後輪用車輪ブレーキ２Ｂに連なる
車輪ブレーキ側液圧路４Ｂおよび第１液圧路２０Ａ間に介設される常開型電磁弁６Ｂと、
右前輪用車輪ブレーキ２Ｃに連なる車輪ブレーキ側液圧路４Ｃおよび第２液圧路２０Ｂ間
に介設される常開型電磁弁６Ｃと、左後輪用車輪ブレーキ２Ｄに連なる車輪ブレーキ側液
圧路４Ｄおよび第２液圧路２０Ｂ間に介設される常開型電磁弁６Ｄと、前記各常開型電磁
弁６Ａ～６Ｄに並列に接続されるチェック弁７Ａ～７Ｄと、第１および第２出力ポート１
Ａ，１Ｂに個別に対応した第１および第２リザーバ８Ａ，８Ｂと、第１リザーバ８Ａおよ
び車輪ブレーキ側液圧路４Ａ，４Ｂ間に介設される常閉型電磁弁９Ａ，９Ｂと、第２リザ
ーバ８Ｂおよび車輪ブレーキ側液圧路４Ｃ，４Ｄ間に介設される常閉型電磁弁９Ｃ，９Ｄ
と、共通な電動モータ１１で駆動されるとともに吐出側が第１および第２液圧路２０Ａ，
２０Ｂに接続される第１および第２ポンプ１０Ａ，１０Ｂと、第１および第２リザーバ８
Ａ，８Ｂならびに第１および第２ポンプ１０Ａ，１０Ｂの吸入側間に介設される一方向弁
１９Ａ，１９Ｂと、第１および第２出力ポート１Ａ，１Ｂならびに第１および第２ポンプ
１０Ａ，１０Ｂの吸入側間に介設される第１および第２サクション弁１８Ａ，１８Ｂと、
第１および第２液圧路２０Ａ，２０Ｂならびに第１および第２ポンプ１０Ａ，１０Ｂの吐
出側間に接続される第１および第２ダンパ１３Ａ，１３Ｂとを備える。
【００１８】
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　また車輪ブレーキ側液圧路４Ａ，４Ｃには、左前輪用車輪ブレーキ２Ａおよび右前輪用
車輪ブレーキ２Ｃに作用しているブレーキ液圧、すなわち調圧弁１７Ａ，１７Ｂおよび常
開型電磁弁６Ａ，６Ｃが開弁している通常のサービスブレーキ状態では、第１および第２
液圧路２０Ａ，２０Ｂの液圧を検出するブレーキ液圧センサ１５Ａ，１５Ｂが設けられる
。
【００１９】
　調圧弁１７Ａ，１７Ｂは、常開型のリニアソレノイド弁であり、第１および第２出力ポ
ート１Ａ，１Ｂならびに第１および第２液圧源２０Ａ，２０Ｂ間の連通・遮断を切り換え
可能であるとともに、第１および第２液圧路２０Ａ，２０Ｂの液圧を調圧するように作動
することも可能である。
【００２０】
　而して第１および第２サクション弁１８Ａ，１８Ｂを励磁、開弁した状態で電動モータ
１１を作動せしめることにより、第１および第２ポンプ１０Ａ，１０Ｂが、マスタシリン
ダＭ側から吸入して加圧したブレーキ液を第１および第２液圧路２０Ａ，２０Ｂに吐出す
ることになる。この際、ブレーキ液圧センサ１５Ａ，１５Ｂで検出されるブレーキ液圧に
応じて調圧弁１７Ａ，１７Ｂの作動を制御することにより、第１および第２液圧路２０Ａ
，２０Ｂの液圧を一定とすることができる。
【００２１】
　すなわち第１および第２ポンプ１０Ａ，１０Ｂならびに第１および第２調圧弁１７Ａ，
１７Ｂは、非ブレーキ操作時に第１および第２液圧路２０Ａ，２０Ｂに一定の液圧を作用
せしめるものであり、第１および第２液圧路２０Ａ，２０Ｂの一定液圧を各常開型電磁弁
６Ａ～６Ｄおよび各常閉型電磁弁９Ａ～９Ｄで制御することにより、各車輪ブレーキ２Ａ
～２Ｄに相互に異なるブレーキ液圧を作用せしめることができ、それにより車両走行時の
挙動安定制御やトラクション制御等の自動ブレーキ制御を実行することができる。
【００２２】
　またサービスブレーキ時には、第１および第２調圧弁１７Ａ，１７Ｂが開弁されるとと
もに第１および第２サクション弁１８Ａ，１８Ｂが閉弁されており、各常開型電磁弁６Ａ
～６Ｄおよび各常閉型電磁弁９Ａ～９Ｄのうちサービスブレーキ時にロック状態に陥る可
能性が生じた車輪に対応する常開型および常閉型電磁弁の開閉作動を制御するアンチロッ
クブレーキ制御を実行することにより、車輪をロックさせることなく、効率良く制動する
ことができる。
【００２３】
　図３において、右後輪ＷＢに装着されるディスクブレーキである右後輪用車輪ブレーキ
２Ｂは、図示しない車輪のホイールとともに回転するディスクロータ２５と、キャリパボ
ディ２６と、ディスクロータ２５の両側面に対向して配置されてディスクロータ２５およ
びキャリパボディ２６間に配置される左右一対の摩擦パッド２７，２８とを備える。
【００２４】
　キャリパボディ２６は、ディスクロータ２５の軸線と平行な軸線を有して有底円筒状に
形成されるとともに図示しない車体側の支持部で前記ディスクロータ２５の軸線に沿う方
向に摺動可能に支持されるボディ主部２６ａと、ボディ主部２６ａからディスクロータ２
５を跨いで反対側に延びる腕部２６ｂとを備えるものであり、ボディ主部２６ａ側でディ
スクロータ２５の一側面に対向する摩擦パッド２７はディスクロータ２５に摺接して摩擦
力を発揮し得るライニング３１が裏金２９に設けられて成り、腕部２６ｂ側でディスクロ
ータ２５の他側面に対向する摩擦パッド２８はディスクロータ２５に摺接して摩擦力を発
揮し得るライニング３２が裏金３０に設けられて成る。
【００２５】
　キャリパボディ２６のボディ主部２６ａには、一端を前記摩擦パッド２７側に開放した
シリンダ孔３３と、該シリンダ孔３３の他端との間に環状の段部３５を形成してシリンダ
孔３３よりも小径に形成される貫通孔３４とがディスクロータ２５と平行な軸線を有して
同軸に設けられる。
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【００２６】
　シリンダ孔３３には、前記段部３５との間に液圧室３６を形成するとともに前端を閉塞
した有底円筒状のブレーキピストン３７が、その前端を前記一方の摩擦パッド２７の裏金
２９に当接させるようにして軸方向スライド可能に収容され、シリンダ孔３３の内面には
、キャリパボディ２６およびブレーキピストン３７間に介装される環状のピストンシール
３８が装着され、シリンダ孔３３の開口端部およびブレーキピストン３７間には環状のダ
ストブーツ３９が設けられ、ボディ主部２６ａには前記液圧室３６に通じる入力ポート４
０が設けられ、この入力ポート４０に車輪ブレーキ側液圧路４Ｂが接続される。
【００２７】
　而して車輪ブレーキ側液圧路４Ｂから入力ポート４０を介して液圧室３６に液圧が作用
するのに伴ってブレーキピストン３７が前進し、それに応じてディスクロータ２５すなわ
ち右後輪ＷＢにブレーキ力が作用することになる。
【００２８】
　ところで右後輪用車輪ブレーキ２Ｂには、該車輪ブレーキ２Ｂを作動せしめる作動力を
通電に応じて発揮し得る電気作動式駐車ブレーキ駆動手段２４Ａが付設されており、この
電気作動式駐車ブレーキ駆動手段２４Ａは、電動モータ４１の出力が減速機構４２および
ねじ機構４３を介して前記ブレーキピストン３７に伝達されるように構成される。
【００２９】
　前記ねじ機構４３はキャリパボディ２６のボディ主部２６ａ内に収容され、減速機構４
２および電動モータ４１は、ボディ主部２６ａに設けられるフランジ２６ｃに結合される
フランジ４４ａを有するハウジング４４内に収容される。
【００３０】
　ねじ機構４３は、シリンダ孔３３と同軸のねじ軸４５と、相対回転を不能としてブレー
キピストン３７に係合されるとともに前記ねじ軸４５に螺合されるナット４６と、前記ブ
レーキピストン３７とは反対側でねじ軸４５の後端に同軸にかつ一体に連設されるスピン
ドル４７とを備える。
【００３１】
　ねじ軸４５は、前記ブレーキピストン３７内で該ねじ軸４５を囲繞する円筒状のナット
４６に螺合されるものであり、該ナット４６の前端はブレーキピストン３７の前端内面に
当接する。またナット４６の前端部から側方に張り出す複数の係合突部４６ａ…が、ブレ
ーキピストン３７の前端寄り内面に設けられる複数の係止部３７ａ…に係合されており、
ナット４６は相対回転を不能としてブレーキピストン３７に係合される。
【００３２】
　スピンドル４７は、ボディ主部６ａの前記貫通孔３４を回転自在に貫通するものであり
、このスピンドル４７およびボディ主部６ａ間にはＯリング４８が介装される。しかもス
ピンドル４７およびねじ軸４５の連設部には半径方向外方に張り出す鍔部４９が一体に設
けられており、この鍔部４９と、前記段部３５の中央部に形成される環状の受け座３５ａ
との間にはスラスト軸受５０が介装される。
【００３３】
　減速機構４２は、電動モータ４１およびスピンドル４７間に介設される２段遊星歯車式
のものであり、電動モータ４１および減速機構４２はスピンドル４７と同軸に配置される
。而して、減速機構４２は、電動モータ４１に同軸に連結される入力側サンギヤ５３と、
ハウジング４４に固定された入力側遊星ギヤキャリア５４に回転自在に支承されて入力側
サンギヤ５３に噛合する複数の入力側遊星ギヤ５５…と、該入力側遊星ギヤ５５…に噛合
する入力側インターナルギヤ５６と、前記入力側サンギヤ５３と一体に回転する出力側サ
ンギヤ５７と、係脱を可能としてスピンドル４７に同軸に係合される出力側遊星ギヤキャ
リア５８に回転自在に支承されて出力側サンギヤ５７に噛合する複数の出力側遊星ギヤ５
９…と、該出力側遊星ギヤ５９…に噛合されて前記入力側インターナルギヤ５６と一体に
回転する出力側インターナルギヤ６０とを備える。
【００３４】
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　入力側および出力側インターナルギヤ５６，６０は、同軸かつ一体に結合されており、
ハウジング４４で回転自在に支承される。また前記入力側サンギヤ５３および前記出力側
サンギヤ５７は、一端部が電動モータ４１に同軸に連結される回転軸５２に設けられてお
り、回転軸５２の他端部は、減速機構４２の出力部材である出力側遊星ギヤキャリア５８
に設けられた凹部６１に突入され、この凹部６１の内周および回転軸５２間にボールベア
リング６２が介装される。またハウジング４４においてボディ主部６ａ側の端壁にはスピ
ンドル４７と同軸の支持孔６３が設けられており、前記凹部６１とは反対側で出力側遊星
ギヤキャリア５８に一体に設けられて前記支持孔６３に同軸に挿通される連結軸部６４お
よびハウジング４４間にボールベアリング６５が介装される。
【００３５】
　このような２段遊星歯車式の減速機構４２では、入力側サンギヤ５３の歯数をＺＡ、入
力側遊星ギヤ５５の歯数をＺＢ、入力側インターナルギヤ５６の歯数をＺＣ、出力側サン
ギヤ５７の歯数をＺＤ、出力側遊星ギヤ５９の歯数をＺＥ、出力側インターナルギヤ６０
の歯数をＺＦとしたときに、次式によって減速比Ｕが得られる。
【００３６】
　　　　　　Ｕ＝｛ＺＡ・ＺＦ－ＺＤ・ＺＣ｝／｛ＺＣ・（ＺＤ＋ＺＦ）｝
　ねじ機構４３が備えるスピンドル４７の後端面には、非円形の係止凹部６６が設けられ
ており、前記減速機構４２の出力側遊星ギヤキャリア５８が備える連結軸部６４の前端に
は、係合状態ではスピンドル４７および出力側遊星ギヤキャリア５８の相対回転を不能と
して前記係止凹部６６に係合する係合突部６７が一体に突設される。
【００３７】
　而して電動モータ４１の出力を減速機構４２で減速してスピンドル４７に伝達すること
により、ねじ機構４３のねじ軸４５が回転し、ブレーキピストン３７およびナット４６の
回転が阻止された状態でブレーキピストン３７が軸方向にスライドすることによる作用お
よび反作用によってディスクロータ２５が摩擦パッド２７，２８で両側から挟圧され、そ
れにより制動力が得られることになる。
【００３８】
　また電動モータ４１には、該電動モータ４１の作動量すなわち電気作動式駐車ブレーキ
駆動手段２４Ａの作動量を検出する作動量検出器６８Ａが付設される。
【００３９】
　ところで、前記ねじ機構４３は、減速機構４２との連結解除状態ではディスクロータ２
５側からの反力によって摩擦パッド２７，２８をディスクロータ２５から後退させる側に
作動することを可能として非自己係止型に構成される。それに対して前記減速機構４２は
、ねじ機構４３との連結状態では電動モータ４１の非通電状態でもねじ機構４３の作動状
態を保持するようにして自己係止型に構成されるものである。すなわち電気作動式駐車ブ
レーキ駆動手段２４Ａは、右後輪用車輪ブレーキ２Ｂを作動せしめる作動力を通電に応じ
て発揮するとともに作動状態での通電解除によっても作動状態を維持することが可能であ
る。
【００４０】
　左後輪用車輪ブレーキ２Ｄは、上述の右後輪用車輪ブレーキ２Ｂと同様に構成されてお
り、電気作動式駐車ブレーキ駆動手段２４Ａと同様に構成される電気作動式駐車ブレーキ
駆動手段２４Ｂ（図１参照）が左後輪用車輪ブレーキ２Ｄに付設され、電気作動式駐車ブ
レーキ駆動手段２４Ｂには、該電気作動式駐車ブレーキ駆動手段２４Ｂの作動量を検出す
る作動量検出器６８Ｂ（図１参照）が付設される。
【００４１】
　図４において、バッテリ７１から給電されて液圧制御回路５および電気作動式駐車ブレ
ーキ駆動手段２４Ａ，２４Ｂの作動を制御するコントローラＣには、電気作動式駐車ブレ
ーキ駆動手段２４Ａ，２４Ｂの自動動作の許可および不許可を切り換える自動動作許可ス
イッチ７２と、手動により電気作動式駐車ブレーキ駆動手段２４Ａ，２４Ｂのブレーキ作
動および解除を指示する手動動作指示スイッチ７３と、左前輪ＷＡ、右後輪ＷＢ、右前輪
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ＷＣおよび左後輪ＷＤの車輪速度をそれぞれ検出する車輪速度センサＳＡ，ＳＢ，ＳＣ，
ＳＤと、自動変速機Ｔのシフト位置が駐車位置であるか否かを判定するシフト位置判定手
段７４と、サービスブレーキのブレーキ液圧を検出するブレーキ液圧センサ１５Ａ，１５
Ｂと、電気作動式駐車ブレーキ駆動手段２４Ａ，２４Ｂの作動量を検出する作動量検出器
６８Ａ，６８Ｂとから信号が入力され、それらの信号に基づいて、コントローラＣは、液
圧制御回路５の作動と、電気作動式駐車ブレーキ駆動手段２４Ａ，２４Ｂの作動と、車両
運転者に電気作動式駐車ブレーキ駆動手段２４Ａ，２４Ｂの作動状態を表示する作動ラン
プ７５ならびに警報ランプ７６の作動とを制御する。
【００４２】
　なお手動動作指示スイッチ７３は、自己復帰型の３位置切り換えスイッチであり、手を
離した状態では常に中立位置にあり、手動動作指示スイッチ７３を作動および解除のいず
れか側に操作している間だけ、作動指示および解除指示のいずれかの信号を出力する。ま
た自動動作許可スイッチ７２は、２位置切り換えスイッチであり、自動動作の許可位置お
よび不許可位置のいずれか一方を選択するものである。
【００４３】
　ここで、前記自動動作許可スイッチ７２によって自動動作を許可した状態でのコントロ
ーラＣによる駐車制御について説明すると、車両運転者がブレーキペダルＰを踏み込み操
作することにより、各車輪速度センサＳＡ～ＳＤの検出値に基づいて車両が停止したと判
断し得る状態で、右後輪用車輪ブレーキ２Ｂおよび左後輪用車輪ブレーキ２Ｄが発揮する
ブレーキ力に関連する物理量であるブレーキ液圧を検出するブレーキ液圧センサ１５Ａ，
１５Ｂの検出値が基準値を超えたときに、コントローラＣは、電気作動式駐車ブレーキ駆
動手段２４Ａ，２４Ｂの通電を開始して電気作動式駐車ブレーキ駆動手段２４Ａ，２４Ｂ
を作動せしめるとともに、電気作動式駐車ブレーキ駆動手段２４Ａ，２４Ｂが作動中であ
ることを車両運転者に報知するために作動ランプ７５を点滅させる。
【００４４】
　ここで、前記基準値は、車両を停止状態に維持するのに要するブレーキ力に対応する前
記物理量すなわちブレーキ液圧よりも大きく設定されるものである。而して車両を停止状
態に維持するのに要するブレーキ液圧は、図５の鎖線で示すように路面の勾配に応じて変
化するものであり、この実施例では、３０％の路面勾配で車両を停止状態に維持し得るブ
レーキ液圧よりも前記基準値は大きく設定される。
【００４５】
　しかも自動変速機Ｔのシフト位置が駐車位置であることがシフト位置判定手段７４で判
定されたときに、コントローラＣは、非駐車位置のときに比べて大きな値に設定される前
記基準値に基づいて電気作動式駐車ブレーキ駆動手段２４Ａ，２４Ｂの通電開始を判断す
るものであり、この実施例では、非駐車位置のときの基準値は図５の第１直線Ｌ１で示す
ようにたとえば５ＭＰａであるのに対し、駐車位置のときの基準値は図５の第２直線Ｌ２
で示すようにたとえば６ＭＰａである。
【００４６】
　しかもコントローラＣは、車両の停止状態を維持するのに要するブレーキ力が得られる
ように目標作動量を定めて、電気作動式駐車ブレーキ駆動手段２４Ａ，２４Ｂの通電作動
を制御するものであり、作動量検出器６８Ａ，６８Ｂで検出される作動量が目標作動量に
達するようにコントローラＣは電気作動式駐車ブレーキ駆動手段２４Ａ，２４Ｂの通電作
動を制御し、電気作動式駐車ブレーキ駆動手段２４Ａ，２４Ｂの作動量が目標作動量に達
したときには電気作動式駐車ブレーキ駆動手段２４Ａ，２４Ｂの作動を停止するとともに
作動ランプ７５を消灯する。
【００４７】
　ここで電気作動式駐車ブレーキ駆動手段２４Ａ，２４Ｂの目標作動量は、左前輪用車輪
ブレーキ２Ａ、右前輪用車輪ブレーキ２Ｃ、右後輪用車輪ブレーキ２Ｂおよび左後輪用車
輪ブレーキ２Ｄに作用しているブレーキ液圧が図５の第３直線Ｌ３であったときに車両全
体で得られるブレーキ力に相当するブレーキ力を、電気作動式駐車ブレーキ駆動手段２４
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Ａ，２４Ｂの作動に伴う右後輪用車輪ブレーキ２Ｂおよび左後輪用車輪ブレーキ２Ｄの作
動によって得られるように設定されるものであり、第３直線Ｌ３はたとえば４ＭＰａであ
る。
【００４８】
　またコントローラＣは、電気作動式駐車ブレーキ駆動手段２４Ａ，２４Ｂの作動量がそ
の作動開始から目標作動量に達するまでの間に前記ブレーキ液圧センサ１５Ａ，１５Ｂで
検出されるブレーキ液圧がブレーキ操作力の解放と判断し得る値として予め設定された所
定値（たとえば０．５ＭＰａ）を超えて減少したときには、４輪の車輪ブレーキ２Ａ～２
Ｄに作用する液圧を保持すべく（後述の図７および図８の時刻ｔ２参照）、左前輪用車輪
ブレーキ２Ａおよび右後輪用車輪ブレーキ２ＢとマスタシリンダＭとの間、ならびに右前
輪用車輪ブレーキ２Ｃおよび左後輪用車輪ブレーキ２Ｄと、マスタシリンダＭとの間にそ
れぞれ介設される常開型の電磁弁である調圧弁１７Ａ，１７Ｂを閉弁制御する。
【００４９】
　またコントローラＣは、電気作動式駐車ブレーキ駆動手段２４Ａ，２４Ｂの作動量が目
標作動量に達したときには、調圧弁１７Ａ，１７Ｂの閉弁制御を終了する。
【００５０】
　さらにコントローラＣは、電気作動式駐車ブレーキ駆動手段２４Ａ，２４Ｂの作動量が
その作動開始から所定時間（たとえば３秒）が経過しても目標作動量に達しないときには
故障と判断して故障処理を実行するものであり、その故障処理にあたっては、電気作動式
駐車ブレーキ駆動手段２４Ａ，２４Ｂの通電を停止するとともに警報ランプ７６を点灯せ
しめ、調圧弁１７Ａ，１７Ｂの閉弁制御による液圧保持状態であったときには調圧弁１７
Ａ，１７Ｂを開弁する。
【００５１】
　次にこの実施例の作用について説明すると、マスタシリンダＭの出力液圧に基づいて右
後輪用車輪ブレーキ２Ｂおよび左後輪用車輪ブレーキ２Ｄが発揮するブレーキ力に関連す
る物理量であるブレーキ液圧を検出するブレーキ液圧センサ１５Ａ，１５Ｂの検出値が、
車両の停止状態で基準値を超えたときに、コントローラＣは、電気作動式駐車ブレーキ駆
動手段２４Ａ，２４Ｂの通電を開始するものであり、たとえば自動変速機Ｔのシフト位置
が非駐車位置にある状態では、図６で示すように、ブレーキ液圧がたとえば５ＭＰａを超
えた時刻ｔ１で電気作動式駐車ブレーキ駆動手段２４Ａ，２４Ｂの作動が開始される。
【００５２】
　このように車両が停止状態にあること、ならびに液圧によるブレーキ力が所定のブレー
キ力を超える状態にあることを条件として電気作動式駐車ブレーキ駆動手段２４Ａ，２４
Ｂの作動を開始して、液圧によってブレーキ力を得ている状態から通電による電気作動式
駐車ブレーキ駆動手段２４Ａ，２４Ｂの作動によって駐車ブレーキ状態を得るように切換
えるので、運転者の煩わしい操作を不要としつつ電気作動式駐車ブレーキ駆動手段２４Ａ
，２４Ｂを作動させるとともにその作動頻度を低減し、作動に伴うノイズの発生を抑えつ
つ、耐久性を高めることができる。
【００５３】
　しかも電気作動式駐車ブレーキ駆動手段２４Ａ，２４Ｂの通電開始を判断するための前
記基準値が、車両を停止状態に維持するのに要するブレーキ力に対応するブレーキ液圧よ
りも大きく設定されるので、車両運転者による車両停止意志を確認して電気作動式駐車ブ
レーキ駆動手段２４Ａ，２４Ｂを作動せしめるようにして、電気作動式駐車ブレーキ駆動
手段２４Ａ，２４Ｂの作動頻度をより少なくすることができる。
【００５４】
　しかもコントローラＣは、車両の停止状態を維持するのに要するブレーキ力が得られる
ように目標作動量を定めて電気作動式駐車ブレーキ駆動手段２４Ａ，２４Ｂの通電作動を
制御するものであり、前記時刻ｔ１から時間Ｔ１（たとえば１秒）が経過して電気作動式
駐車ブレーキ駆動手段２４Ａ，２４Ｂの作動量が目標作動量に達した時刻１ｔ３において
、電気作動式駐車ブレーキ駆動手段２４Ａ，２４Ｂの通電を停止するようにしている。し



(10) JP 5100803 B2 2012.12.19

10

20

30

40

50

たがって電気作動式駐車ブレーキ駆動手段２４Ａ，２４Ｂによって車両の停止状態を確実
に維持することができる。
【００５５】
　而して、コントローラＣは、ブレーキ液圧センサ１５Ａ，１５Ｂで検出されるブレーキ
液圧が車両の停止状態で基準値を超えるのに応じて電気作動式駐車ブレーキ駆動手段２４
Ａ，２４Ｂの通電を開始するものであるが、本発明では、図６に示されるように前記通電
開始時の電気作動式駐車ブレーキ駆動手段２４Ａ，２４Ｂの作動量の時間変化率が、その
電気作動式駐車ブレーキ駆動手段２４Ａ，２４Ｂの作動量が目標作動量に達するときの作
動量の時間変化率よりも小さくなっている。
【００５６】
　また自動変速機Ｔのシフト位置が駐車位置であることがシフト位置判定手段７４で判定
されたときに、コントローラＣは、非駐車位置のときに比べて大きな値に設定される基準
値に基づいて電気作動式駐車ブレーキ駆動手段２４Ａ，２４Ｂの通電開始を判断するもの
であり、これにより、非駐車状態で電気作動式駐車ブレーキ駆動手段２４Ａ，２４Ｂが不
必要に作動することを回避することができる。
【００５７】
　またコントローラＣは、図７で示すように、時刻ｔ１で作動を開始してからの電気作動
式駐車ブレーキ駆動手段２４Ａ，２４Ｂの作動量が目標作動量に達するまでの間にブレー
キ液圧センサ１５Ａ，１５Ｂで検出される液圧がブレーキ操作力の解放と判断し得る値と
して予め設定された所定値（たとえば０．５ＭＰａ）を超えて減少した時刻ｔ２で、左前
輪用車輪ブレーキ２Ａおよび右後輪用車輪ブレーキ２ＢとマスタシリンダＭとの間、なら
びに右前輪用車輪ブレーキ２Ｃおよび左後輪用車輪ブレーキ２Ｄと、マスタシリンダＭと
の間にそれぞれ介設される調圧弁１７Ａ，１７Ｂを閉弁制御するので、電気作動式駐車ブ
レーキ駆動手段２４Ａ，２４Ｂの作動量が目標作動量に達するまでの間に液圧によるブレ
ーキ力が低下してしまうことを回避し、電気作動式駐車ブレーキ駆動手段２４Ａ，２４Ｂ
の作動によって車両の停止状態を維持する前に運転者の意図しない不所望な車両移動が生
じることを確実に防止することができる。
【００５８】
　しかもコントローラＣは、電気作動式駐車ブレーキ駆動手段２４Ａ，２４Ｂの作動量が
目標作動量に達した時刻ｔ３で、調圧弁１７Ａ，１７Ｂの閉弁制御を終了するので、電気
作動式駐車ブレーキ駆動手段２４Ａ，２４Ｂの作動によって充分なブレーキ力が得られて
いることを確認して、液圧によるブレーキ力を解放するように調圧弁１７Ａ，１７Ｂの制
御を終了することができる。
【００５９】
　さらにコントローラＣは、電気作動式駐車ブレーキ駆動手段２４Ａ，２４Ｂの作動量が
その作動開始から所定時間Ｔ２たとえば３秒が経過しても目標作動量に達しないときには
故障と判断して故障処理を実行するものであり、図８で示すように、時刻ｔ１で作動を開
始するとともに時刻ｔ２で調圧弁１７Ａ，１７Ｂを閉弁制御した後に、時刻ｔ１から時間
Ｔ２が経過した時刻ｔ４で、コントローラＣは、電気作動式駐車ブレーキ駆動手段２４Ａ
，２４Ｂの通電を停止するとともに警報ランプ７６を点灯せしめ、さらに調圧弁１７Ａ，
１７Ｂを開弁する。
【００６０】
　而して、電気作動式駐車ブレーキ駆動手段２４Ａ，２４Ｂの作動量がその作動開始から
所定時間Ｔ２が経過しても目標作動量に達しないときには故障と判断し得るものであり、
故障と判断して故障処理を実行することができる。
【００６１】
　以上、本発明の実施例を説明したが、本発明は上記実施例に限定されるものではなく、
特許請求の範囲に記載された本発明を逸脱することなく種々の設計変更を行うことが可能
である。
【００６２】
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　例えば、上記実施例では、液圧作動式である右後輪用車輪ブレーキ２Ｂおよび左後輪用
車輪ブレーキ２Ｄに電気作動式駐車ブレーキ駆動手段２４Ａ，２４Ｂが付設された場合に
ついて説明したが、液圧作動式の車輪ブレーキとは別の駐車専用ブレーキを電気作動式駐
車ブレーキ駆動手段で駆動するようにしたものにも本発明を適用することができる。
【符号の説明】
【００６３】
２Ｂ，２Ｄ・・・・・車輪ブレーキ（液圧作動式の車輪ブレーキ、駐車ブレーキ）
５・・・・・・・・・液圧制御回路
１５Ａ，１５Ｂ・・・ブレーキ液圧センサ
１７Ａ，１７Ｂ・・・常開型の電磁弁である調圧弁
２４Ａ，２４Ｂ・・・電気作動式駐車ブレーキ駆動手段
４１・・・・・・・・電動モータ
Ｃ・・・・・・・・・コントローラ
Ｍ・・・・・・・・・マスタシリンダ（液圧発生手段）

【図１】 【図２】
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【図５】 【図６】
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